
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４４２８

基盤研究(C)

2014～2012

事前不確定性に基づく価値管理モデル構築にむけた動的な建築企画実務プロセスの体系化

Systematization of Dynamic Architectural Planning Business Processes that Aim at 
the Formulation of a Value Management Model Based on Prior Uncertainty

９０３３０３５７研究者番号：

木多　彩子（Kita, Ayako）

摂南大学・理工学部・教授

研究期間：

２４５６０７７３

平成 年 月 日現在２７   ６   ３

円     2,800,000

研究成果の概要（和文）：事前不確定性を前提とした建築の長期的・継続的な価値管理モデルの構築は建築学と不動産
学の両面から議論することに意義があり、本研究ではまず建築学から次の2点を分析した。建築実務プロセスにおける
①不動産価値のみならず広義の建築の価値のとらえ方、②複雑に変化する条件に対する解答の導き方。
結論は以下である。①広義の建築の価値は、建築の歴史的価値の尊重と建築の価値をエリアマネジメントの中でとらえ
直す傾向が確認された。一方で、貨幣的価値のみに依存しないビジネススキームは、未だ不十分である。②予測不可能
な条件への対応は、現在の社会情勢では20年以上先を読むことは難しく、特に産業系事業は予測が極めて困難である。

研究成果の概要（英文）：This study is part of a larger research effort intended to formulate a long-term 
value management models of architecture that explores prior uncertainty, which first focuses on 
architectural approaches, addressing two questions regarding architectural planning business processes: 
(1)Aside from its real estate value, how do managers understand the broader value of architecture；(2)how 
do managers produce solutions to address the condition of a continuous, complex change.
In conclusion,(1)the trend has been to respect the historical value of architecture while at the same 
time there has been a movement to re-conceptualize architectural value within Area Management. On the 
other hand, a business scheme that permits the state of architectural value to depend on more than just 
monetary value is still being sought; (2)under current social conditions it is impossible to create 
business plans that extend more than twenty years. In particular, industry business is extremely 
difficult to predict.

研究分野：建築計画・都市計画

キーワード： 事業計画　事前不確定　歴史的価値　エリアマネジメント　CSR
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１．研究開始当初の背景 
現在、地球環境保全の視点からわが国では
建築の長寿命化が推進されている。建築の構
造や施工の分野では技術開発が進み長寿命
化が実現する一方で、建築事業計画（以下、
建築企画とする）においては長寿命化に対応
した有効な運用手法が重要課題になってい
る。また、社会情勢の目まぐるしい変化の中、
特に経済分野、エネルギー分野には直面する
問題が山積しており、従来の事前確定的な将
来予測が困難になっている。 
これまでの建築企画は、「有期」の建築事
業の完結を目標に、「事前確定的」な将来を
前提とした建築の不動産価値や事業収益性
の予測を中心に行われてきた。しかし従来の
建築企画の手法は、大きく２つの点において
転換が急務となっている。ひとつは①建築物
の長寿命化が技術的に実現するに従い、従来
の「有期」の建築企画から、所有者や利用者
の交代を考慮した長期的・継続的な有期を内
包する「無期」への変換が求められている点、
もう一方は②建築事業が経済分野やエネル
ギー分野と深く関わることは自明であり、従
来の「事前確定的」な将来予測ではなく、「建
築事業計画段階で事業が破綻に至らぬ程度
の柔軟性を容認し、且つ事業計画も可能な限
り変更しない」という意味での「事前不確定
的」な建築の価値管理の手法が求められてい
る点である。 

 
２．研究の目的 
 本研究を含む研究全体の構想は、事前不確
定性を前提とした建築の長期的・継続的な価
値管理モデルの構築を目的とする。この構想
は、建築学と不動産学の両面から議論される
ことに意義があり、そこで本研究ではまず建
築学からのアプローチを行う。建築実務プロ
セスにおける具体的議論として、関係者が建
築事業遂行にあたり①不動産価値のみなら
ず広義の建築の価値をどのように捉えてい
るのか、②連続的に複雑に変化していく条件
に対応する解答をいかに生み出しているか、
の２点を検討する。 
 
３．研究の方法 
 本研究チームが所属する日本建築学会建
築企画小委員会において、これまでに事例研
究をした建築事業実例を、改めて建設当時か
ら現在に至るまでの変遷について各事業関
係者、あるいはそれに近い関係者へのヒアリ
ング調査し、事業価値をどのようにとらえ、
どのように変化する条件に対応してきたの
かを整理する（調査Ａ）。これと並行して、
建築の価値のとらえ方あるいは課題解決プ
ロセスの先駆的事例調査を進める。特に「既
存事例における新しいコンセプトの取り入
れ方（調査Ｂ）」、「貨幣的価値のみに依存し
ない先駆的事例の価値意識（調査Ｃ）」、「調
長寿命化に対応した用途変更過程の追跡（調
査Ｄ）」から課題を整理する。これら調査結

果を踏まえて、動的な建築企画実務プロセス
の傾向と注視すべき事項を示す。 
 
４．研究成果 
（１）調査Ａ：既存事例における建築等価値
管理に関する実態 
 建築企画小委員会で蓄積した事例研究よ
り、住宅地開発（事例Ｓ：大阪府北摂地区）
と大規模複合商業建築（事例Ｈ：大阪市北区）
について、事業発案時から現在までの事業プ
ロセスを概観できる関係者、あるいはターニ
ングポイントとなった時点に深く関与して
いた関係者にヒアリング調査を行った。調査
日時は、事例Ｓが 2013 年 3月、事例Ｈが 2013
年 5月である。 
事例Ｓは、1980 年代初めに事業計画が起こ
り、当時は経済が右肩上がりで土地価格の上
昇を前提とした土地区画整理事業として計
画が進んだ。開発当初の大義は「国際化」「文
化・学術研究」「公園」の融合する官民連携
による都市開発であった。しかしその後、社
会情勢と経済状況が激変し地価の急下落が
起こり、区画整理事業の施行者がニュータウ
ン開発事業から撤退するという異例の事態
になった。現在、子育て世代をターゲットと
した住宅供給や物流施設の建設工事が進ん
でいるが、民間事業者では開発できないエリ
アの減損処理も終えた企業もある。35 年間の
事業経緯から、①長期にわたる土地区画整理
事業は右肩上がりの時代の手法であり、現在
の社会情勢には合わない。②20 年以上先を読
んだ計画（都市計画決定）は不可能であり、
特に産業立地はサイクルが短く予測が困難
である。③個人の地権者が存在する場合、事
業の縮退を可能にするモデルは現在のとこ
ろ国内には見当たらない。が明らかになった。 
事例Ｈは、1990 年代終わりに建替えられた
商業施設である。競合店やネットショッピン
グの台頭で売上は近年減少傾向にあるが、特
に事業変更は行っていない。その一因は、来
店者層の減少は当初から想定しており、ター
ゲットを特化して、優良顧客を多く獲得する
戦略で事業を進めてきたことにある。こまめ
にテナントに対して販促指導を行い、あるい
はテナントの入れ替えを行い、④常にソフト
面でのブラッシュアップを行っている。また
近年、⑤同業他社を含めたエリアマネジメン
トを強化し、地区のポテンシャルを高めるこ
とに注力している。価値管理の具体的項目と
して、上記④と⑤があげられた。 
研究計画時点では、より数多くの事例に対
する調査を予定していたが、企業経営方針に
関わる調査内容となり、研究協力への了承へ
得ることに時間を費やした。また建築企画時
から現在まで、短いものでも 10 年が経過し
ており、課題解決プロセスを概観できる関係
者を特定しにくいことが、研究を進める中で
明らかになり、調査Ａは 2 事例に止まった。
そこで調査Ｂに、当初は予定していなかった
海外事例として、かねてから注目していたド
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産技術センター
施設を配置し、また
力メンテナンスフリーのデザインを採用し、
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も同時に行われている 
 IBA エムシャーパーク事業後 10 年を経て、
建築や都市における価値の転換や新しい価
値の付加に対する IBA の効果として、以下の
4 点が確認された。1)環境的資源は保存する
という前提が説明なしで共有されるように
なった。2)古い建物を壊さずコンバージョン
する価値観を広めた。3)公共デザインはコン
ペあるいはデザインコミッションによる審
査が通例化した。4)大きなプロジェクトは近
隣自治体で共同開発することが一般化し、
IBA 以前にみられた都市間競争は、都市間協
働へ転換した。 
（３）調査Ｃ：貨幣的価値のみに依存しない
先駆的事例の価値意識 
 ①研究対象を絞り込むために文献調査を
行い、その結果から本研究では、企業活動に
社会的価値の創出が求められる観点から、一
定の評価を得た企業のＣＳＲ活動のなかで、
建築空間を手段としたプロジェクトに着眼
し、主にビジネススキームからその事業特性
を明らかにした。ＣＳＲ活動を評価する世界
的権威のある機関である DJSI、FTSE4GOOD、
ESI、MS-SRI の四つのうち、日 本の老舗格で
あり最も権威のある SRI インデックス、モー
ニングスター社が行う MS-SRI（モーニングス
ター・ サスティナビリティー・インデック
ス）は毎年約 150 社 を選出している。その
中から 2010 年から 2012 年の間に、3 年連続
選出かつ建築空間を手段としたプロジェク
トに絞り、ヒアリング調査の許可を得られた
施設・プロジェク トを対象とした。選出さ
れた各事例の企画主体または企 業に 2013年
8月から 12月の期間、ヒアリング調査及び施 
設見学を行った。調査対象とした事例概要を
表 2に示す。プロジェクト主体と企業の関係
性による分類を行 い、各々の特徴と傾向を
考察した(表 3)。また、ビジネススキームの
移行プロセスが明らかとなった6事例につい
て、主体構成の変化の観点からみた 分類を
行い、各々の特徴と傾向を考察した（表 4）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これらから、プロジェクトの主体構成や企
業の支援 形式、活動目的や内容などの面か

表２事例概要 

 

表３プロジェクト主体と企業の関係性による分類 
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ら、少しでも負担を軽減するためや何らかの
形での利益を得るための 工夫がビジネスス
キーム上に見られた。しかし大半 は企業が
身を削って支援し、間接的利益だけを得る 
に留まる事例であった。社会的貢献活動が一
過性のものに留まらない為には、企業の事業
特性を活かした相互利益を得ることのでき
るビジネススキームが必要であるが、未だ体
系化には及ばない。 
②動的な建築企画実務プロセスを検討す
るにあたり、複雑で予測不可能な状況に直面
する性質を強くもつ東日本大震災後の仮設
商店街における企画・運営プロセスの調査を
2014 年度に行った。対象施設は、宮城県およ
び宮城県との県境に位置する岩手県の一部
の仮設商店街とする。すでに閉業した施設も
複数含まれているが、これは、閉業に至るプ
ロセスも重要な知見になりうると考えるか
らである。被災地という特殊性に加え、商業
施設であること、また、建築経済的観点から
の調査であることから、有用なデータ収集は、
まず対象者との信頼関係づくりが前提とな
る。そこで本研究は 2015 度も含めた 2 カ年
での取り組みとして計画している。2014 年度
に行ったプレヒアリングから、調査上改善が
必要になる点として、以下の点が挙げられ、
今後の研究方法へのフィードバックが必要
である。・商店街の経営状況を具体的な数字
として聞き出せない可能性がある。・メディ
ア慣れしている商店街や行政が深く介入し
ている商店街は、現状以上に良く見せようと
する傾向がある。・店舗数の多い商店街に関
しては、ヒアリング対象者の立場や視点が大
きく回答内容を左右する可能性がある。 
（４）調査Ｄ：長寿命化に対応した用途変更
過程の追跡 
 ①社会問題として注目される空き家を障
がい者デイサービス施設へ用途変更した事
例（大阪府豊中市）の、事業プロセスの聞き
取り調査を 2012 年度に行った。設計の基本
方針は、改修を最小限にし、既存住宅の雰囲
気を残し、地域住民も利用できるカフェを併
設し、かつ車いす利用者を考慮してバリアフ
リー化にすることである。規模は生活介護定
員 20 名で、必要ならば耐震補強を行う。結
果的には、改修物件の選定から竣工まで、耐
震性の確保や法規の検討、そして、バリアフ
リー化が困難な所や予算内での工事など、設
計途中あるいは現場で、各関係者の判断で
個々に解決していく事項が多いことが明ら
かになった。 
 ②近年、増加している用途変更により開設
されたブライダル施設に着目し、文献調査と、
京阪神地区の施設を対象としたヒアリング
調査を 2013 年度行い、ブライダル施設の機
能の特徴と配置手法の傾向を把握した。その
結果、用途変更前の施設は 1921 年から 1930
年ごろに竣工した事例が多く、元用途は住宅、
事務所、倉庫の順で多くみられた。その 6割
以上が文化財指定・登録されており、建築物

の風格が重要であることが推察された。また、
庭園などの外部空間の魅力が施設利用方法
の幅を広げることが明らかになった。 
（５）まとめ 
 動的な建築企画実務プロセスの傾向と注
視すべき事項を、不動産価値のみならず広義
の建築の価値をどのように捉えているのか、
連続的に複雑に変化していく条件に対応す
る解答をいかに生み出しているか、の２点か
ら以下に整理する。 
①広義の建築の価値のとらえ方 
建築の歴史的な価値を再確認し尊重する
傾向が、日独の事例を通じて明らかになった。
老朽化に伴い一度下降した不動産価値を再
度上昇させる事例も散見され、今後のこの傾
向は一定の継続が推察される。また、建築に
留まらずそれの位置する地域の連携強化に
より、地区のポテンシャルを高める取り組み
が日独で確認され、建築の価値をエリアマネ
ジメントの中でとらえ直す傾向は興味深い。 
一方で、環境的資源と建築のあり方につい
ては、ドイツでは自然環境ありきで事業を推
進する傾向が近年顕著であるのに対し、日本
では企業のＣＳＲ活動の一部に確認できる
に留まり極めて認識は低い。同様に、貨幣的
価値のみに依存しない建築の価値のあり方
として、企業の建築空間を手段とした社会的
貢献活動は、現状では一過性となる可能性が
高く、物足りなさが残る。企業の事業特性を
活かした相互利益を得ることのできるビジ
ネススキームが必要であり、一層の掘り下げ
た研究が今後の課題である。 
②複雑で予測不可能な条件への対応 
 現在の社会情勢では 20 年以上先を読んだ
地区計画は不可能に近く、特に産業系事業の
誘致は予測が極めて困難であることが日独
の事例から確認された。 
個人経営などの小規模事業の場合には、経
営者あるいは各関係者の判断で個々に不測
の事態を解決していく事例が確認されたが、
例えば開発行為を伴う大規模事業のターニ
ングポイントでは、事業の縮退を可能にする
モデルは現在のところ国内には見当たらな
い。海外の先駆的事例の背景に迫り、なぜ縮
退モデルが成立するのかを洞観することが
課題として残された。 
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